
平成２２年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 

 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成２２年度 平成２１年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 490,898,964,910 486,964,749,668 3,934,215,242 0.8 

歳 出 総 額 B 476,303,721,974 478,873,693,000 △2,569,971,026 △0.5 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） 

C=A－B 14,595,242,936 8,091,056,668 6,504,186,268 80.4 

翌年度繰越財源額 D 10,710,261,498 5,936,532,245 4,773,729,253 80.4 

実 質 収 支 額 E=C－D 3,884,981,438 2,154,524,423 1,730,457,015 80.3 

前年度実質収支額 F 2,154,524,423 2,027,554,058 126,970,365 6.3 

単年度収支額 G=E－F 1,730,457,015 126,970,365 1,603,486,650 1,262.9 

財政調整基金 
積 立 額 

H 7,512,244,292 1,017,903,423 6,494,340,869 638.0 

地方債繰上償還額 I 4,336,228,161 0 4,336,228,161 皆増 

財政調整基金 
取 崩 額 

J 0 0 0 ― 

実質単年度収支額 
K=G+H
+I－J 

13,578,929,468 1,144,873,788 12,434,055,680 1,086.1 

 
○ 歳入総額は、４，９０８億９，８９６万４，９１０円 

歳出総額は、４，７６３億  ３７２万１，９７４円となった。 

 

○ 歳入は、前年度決算額より３９億３，４２１万円余、０．８％の増、歳出は２５億６，９         

９７万円余、０．５％の減となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１４５億９，５２４万円余で、平成２３年度への繰越財

源額１０７億１，０２６万円余を差し引いた実質収支額は、３８億８，４９８万円余の黒字

となった。 

 

○ 平成２２年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２１億５，４５２万円余を差し引い

た単年度収支額は１７億３，０４５万円余の黒字となった。 

 

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の７５億１，２２４万円余及び地方債繰上償還

額の４３億３，６２２万円余を加算した実質単年度収支額は、１３５億７，８９２万円余と

なった。 

 

 

 

 



（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 

収入率は、予算現額に対し９１．４％、調定額に対し９９．０％となった。 

（前年度収入率は対予算現額 ９０．６％、対調定額 ９８．９％） 

また、収入済額を前年度と比べると、３９億３，４２１万円余、０．８％の増となった。 

不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定され

たもので、その主な内容は、県税と県税に係る加算金の合計が８１．４％、諸収入の雑入が

１５．５％となっている。 

収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、その

主な内容は県税が７８．５％、諸収入が１２．１％、使用料及び手数料が８．６％を占めて

いる。 

 

○ 主なもの 

 

・ 県  税 

収入済額は、８２７億８，７２０万円余で、前年度に比べ、４億１，６０３万円余、

０．５％の減となった。 

○ 主な増加額：法人県民税２３億４，３０１万円、軽油引取税１０億３，０６５万円 

○ 主な減少額：個人県民税２２億５１９万円、旧法による税６億６，１５４万円、不動

産取得税６億３２６万円、自動車税２億６，１４０万円、自動車取得税

１億９，４５２万円 

 

・ 地方消費税清算金 

収入済額は、１７１億２，９６６万円余で、前年度に比べ、２，７８５万円余、０．２％

の減となった。 

 

・ 地方譲与税 

収入済額は、１１５億７，４８７万円余で、前年度に比べ、５３億４，１２４万円余、

８５．７％の増となった。 

○ 主な増加額：地方法人特別譲与税 ５３億４１７万円、地方揮発油譲与税 ７億３，１

８０万円 

○ 主な減少額：地方道路譲与税 ６億９，００５万円 

 

 

 

 

予 算 現 額 ５，３７１億５，４４２万２，０１４円 

調 定 額 ４，９６０億２，３７５万５，７４０円 

収 入 済 額 ４，９０８億９，８９６万４，９１０円 

不納欠損額 ４億３，２９６万５，８５７円 

収入未済額 ４６億９，１８２万４，９７３円 



・ 地方特例交付金 

収入済額は、１１億１，１７６万円余で、前年度に比べ、９，２６７万円余、７．７％

の減となった。 

○ 主な増加額：地方特例交付金 ４億９，４８９万円 

○ 主な減少額：特別交付金 ５億８，７５６万円 

 

・ 地方交付税 

収入済額は、１，２８３億３９８万円余で、前年度に比べ、１６８億１，０２９万円、

１５．１％の増となった。 

○ 主な増加額：普通交付税 １６６億９，０５１万円、特別交付税 １億１，９７７万円 

 

・ 交通安全対策特別交付金 

収入済額は、３億５，４４７万円余で、前年度に比べ、１，２８６万円、３．５％の減と

なった。 

 

 ・ 分担金及び負担金    

収入済額は、３０億７，７７５万円余で、前年度に比べ、６億６，９６７万円余、１

７．９％の減となった。 

○ 主な減少額：道路橋りょう費負担金 ３億２，１１１万円、農地費負担金 ２億９，５

５９万円、都市計画費負担金 ２，８０１万円 

 

・ 使用料及び手数料  

収入済額は、５９億２，８５２万円余で、前年度に比べ、２７億１，６５５万円余、３１．

４％の減となった。 

○ 主な減少額：高等学校費使用料 ２０億７，３１３万円、大学費使用料 ７億２，２０

７万円 

 

・ 国庫支出金  

収入済額は、６９３億４，２１４万円余で、前年度に比べ、３１９億９，３６９万円余、

３１．６％の減となった。 

○ 主な増加額：教育費国庫負担金 ２６億６，５９２万円 

○ 主な減少額：民生費国庫補助金 ７５億６，０１２万円、土木費国庫補助金 ６９億３，

４９６万円、諸支出金国庫補助金 ６４億５，３０２万円、衛生費国庫補

助金 ５５億３，６００万円、労働費国庫補助金 ３５億７，６０３万円、

農林水産業費国庫補助金 ３５億５，２２９万円 

 

 



 ・ 財産収入  

収入済額は、６億２，９７６万円余で、前年度に比べ、３，０１３万円余、４．６％の

減となった。 

○ 主な増加額：生産物売払収入 ４，０６０万円 

○ 主な減少額：出えん金返還収入 ２，９６０万円、利子及び配当金 ２，６６２万円 

 

 ・ 繰入金 

収入済額は、４４２億７，０４９万円余で、前年度に比べ、１６１億８，５１９万円余、

５７．６％の増となった。 

○ 主な増加額：商工業振興資金特別会計繰入金 ９１億６，０７８万円、公共施設整備等

事業基金繰入金 ２８億１，１９９万円、医療施設耐震化臨時特例基金繰

入金 ２０億９，６９１万円、緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金 １

５億４，６９９万円、地域医療再生臨時特例基金 ７億２，００５万円、

介護職員処遇改善等臨時特例基金 ７億１，４７２万円、安心こども基金 

６億５，１３９万円、ふるさと雇用再生特別基金 ６億１，６０７万円 

○ 主な減少額：県債管理基金繰入金 ３５億円 

 

・ 諸収入 担当部局照会担当部局照会担当部局照会担当部局照会中中中中 

収入済額は、２３０億８，７２６万円余で、前年度に比べ、２４億８，６０５万円余、

１２．１％の増となった。 

○ 主な増加額：衛生貸付金 ３２億１，８５６万円 

○ 主な減少額：収益事業収入 ２億４，０９２万円、総務貸付金 ２億４０６万円、商工

貸付金 １億５，７５０万円 

 

・ 県  債 

収入済額は、９５０億９，９４０万円で、前年度に比べ、２１億２９０万円、２．２％の

減となった。 

○ 主な増加額：臨時財政対策債 １０１億５，０５０万円、単独事業債 ３３億５００万

円 

○ 主な減少額：減収補てん債（特例分） １０２億１，６００万円、一般補助事業債 ５

３億４，０４０万円、災害復旧事業債 ２００万円 

   

 

 

 

 

 

 

 

 



（歳出の状況） 

 

○ 総 括 

予 算 現 額 ５，３７１億５，４４２万２，０１４円 

支 出 済 額 ４，７６３億  ３７２万１，９７４円 

翌年度繰越額 ４３３億２，７４５万７，９９０円 

不 用 額 １７５億２，３２４万２，０５０円 

 

支出済額は、前年度に比べ、２５億６，９９７万円余、０．５％の減となった。 

予算現額に対する執行率は、８８．７％であり、前年度の執行率８９．１％に比べ、 

０．４の減となっている。 

 

○ 主なもの 

 

 ・ 総務費 ★人事課人事課人事課人事課・・・・企画課企画課企画課企画課・・・・税務課税務課税務課税務課    確認済確認済確認済確認済    

支出済額は、３２０億２，７６７万円余で、前年度に比べ、２２億６，２８０万円余、

６．６％の減となった。 

○ 主な増加額：防災行政無線管理費 １５億４，０７０万円、県民文化ホール運営管理費 

９億１，５２４万円 

○ 主な減少額：法人二税等償還金 ３８億４，９７２万円、市町村合併推進事業費 ７億

２，８０２万円 

 

・ 民生費 

支出済額は、４８４億６，８１１万円余で、前年度に比べ、２０億８５１万円余、４．

０％の減となった。 

○ 主な増加額：青い鳥成人寮再整備事業費 ８億２７３万円、介護職員処遇改善交付金事

業費 ６億９，６１２万円、救護施設等整備事業費 ５億５，０２５万円、

保育所等緊急整備事業費補助金 ４億７，５３５万円、地域子育て創世事

業費補助金 ４億３８４万円、介護保険給付費県負担金 ３億６，１６８

万円、後期高齢者医療給付費 ３億２３９万円 

○ 主な減少額：介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金 ３０億９，５１８万円、介護基

盤緊急整備等臨時特例基金積立金 １２億３，４２５万円、障害者自立支

援対策臨時特例交付金事業費 １１億５，６６９万円、社会福祉施設等耐

震化等臨時特例基金積立金 １０億２，５８１万円 

 

 

 

 

 

 

 

 



・ 衛生費 

支出済額は、１７３億８，９９６万円余で、前年度に比べ、６１億８，５０５万円余、２

６．２％の減となった。 

○ 主な増加額：運営費負担金 ３２億６，７２９万円、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促

進臨時特例基金積立金 ７億７，２４６万円 

○ 主な減少額：地域医療再生臨時特例基金積立金 ５０億円、県立病院事業会計への繰出

金（出資金） ３３億１，９８８万円、医療施設耐震化臨時特例基金積立

金 １２億８，３９１万円 

  

・ 労働費 

支出済額は、７３億５，４６５万円余で、前年度に比べ、１８億１，０５０万円余、

１９．８％の減となった。 

○ 主な増加額：緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 １０億１５６万円 

○ 主な減少額：緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 ３０億８，４２８万円 

 

・ 農林水産業費 

支出済額は、３２９億８，２１９万円余で、前年度に比べ、３８億６，２７２万円余、

１０．５％の減となった。 

○ 主な減少額：森林整備加速化・林業再生基金積立金 １７億７，２０７万円、土地改良

費 １３億７，７３８万円、復旧治山費 ６億８，７２０万円、経営構造

対策事業費補助金 ５億５，９０８万円 

 

・ 商工費 

支出済額は、３１８億２，７１７万円余で、前年度に比べ、９９億３，８７０万円余、

４５．４％の増となった。 

○ 主な増加額：商工業振興資金特別会計繰出金 ９２億２４７万円、宝石美術専門学校整

備事業費 １０億３，１０７万円 

○ 主な減少額：企業立地対策費 ６億１，０７０万円 

 

・ 土木費 

支出済額は、７７８億６，９８４万円余で、前年度に比べ、５６億１，４９６万円余、

６．７％の減となった。 

○ 主な減少額：国直轄道路事業費負担金 １４億１，５２２万円、国直轄河川事業費負担

金 １８億４，３５６万円、街路事業費 ９億３，４８３万円、砂防地す

べり対策費 ５億２，７０５万円、国直轄砂防事業負担金 ５億２，１７

１万円、道路橋りょう建設費 ２億６，０５１万円 

 

 

 



・ 警察費  

支出済額は、２１８億３，７２４万円余で、前年度に比べ、１０億９，２３３万円余、

４．８％の減となった。 

○ 主な減少額：職員給与費等 ７億６，７７８万円、航空機維持費 １億３，８１２万円、

強行犯罪捜査取締費 １億１，０８８万円、運転免許証作成費 ５，９２

７万円 

 

・ 教育費    

支出済額は、９１２億６７５万円余で、前年度に比べ、６２万円余の増となった。 

○ 主な増加額：高校施設整備費 １７億８５５万円、新県立図書館整備事業費 ３億８，

１４１万円 

○ 主な減少額：職員退職手当 １１億８，９３１万円、職員給与費（小学校費） ５億１，

４５８万円、職員給与費（中学校費） ３億７，１２３万円 

 

・ 災害復旧費  

   支出済額は、７，６４４万円余で、前年度に比べ、２，７６９万円余、２６．６％の減と

なった。 

○ 主な減少額：土木施設災害復旧費 １，８６８万円、県単独土木施設災害復旧費 ５０

４万円、農林水産施設災害復旧費 ３９７万円 

 

・ 公債費 

支出済額は、８６９億３，７５１万円余で、前年度に比べ、９５億６，４２２万円余、

１２．４％の増となった。 

 

・ 諸支出金  

支出済額は、２７４億４，７７５万円余で、前年度に比べ、７億９，１０８万円余、３．

０％の増となった。 

○ 主な増加額：財政調整基金積立金 ６４億９，４３４万円 

○ 主な減少額：公共施設整備等事業基金積立金 ５３億８，５２５万円、地方消費税精算

金 ２億５，３０９万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 特別会計決算の概況 

（単位：円、％） 

区       分 平成２２年度 平成２１年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 290,171,455,322 274,500,136,450 15,671,318,872 5.7 

歳 出 総 額 B 276,159,330,318 262,129,170,780 14,030,159,538 5.4 

歳入歳出差引額 

（形式収支額） 
C=A－B 14,012,125,004 12,370,965,670 1,641,159,334 13.3 

翌年度繰越財源額 D 151,131,123 173,635,679 △22,505,556 △13.0 

実 質 収 支 額 E=C－D 13,860,993,881 12,197,329,991 1,663,663,890 13.6 

 

 

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 

 

○ 歳入総額は、２，９０１億７，１４５万５，３２２円 

歳出総額は、２，７６１億５，９３３万３１８円となった。 

 

○ 歳入は、前年度決算額より１５６億７，１３１万円余、５．７％の増、歳出は１４０億３，

０１５万円余、５．４％の増となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１４０億１，２１２万円余で、平成２３年度へ

の繰越財源額１億５，１１３万円余を差し引いた実質収支額は、１３８億６，０９９万円

余となり、９会計が黒字、３会計が収支同額となった。 

 

○ 会計別の状況 

 

・ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、８８億３，２８４万円余で、前年度に比べ、４億７，１０２万円余、５．６％

の増となった。 

○ 主な増加額：林道債 １億３，１００万円、繰越金 １億２，８８９万円、事業費補助

金 １億１，６５５万円、不動産売払収入 ８，４２４万円、補償金 １，

９１９万円、生産物売払収入 １，５８８万円 

○ 主な減少額：雑入 １，６８９万円、公共事業特例法清算費県補助金 １，３３４万円、

造林債 ６００万円 

   支出済額は７０億２，２３２万円余で、前年度に比べ、１億７，４１５万円余、２．５％

の増となった。 

○ 主な増加額：林道費 ２億８，３９６万円、保護管理費 ６，７０９万円、計画調査費 

１，３０７万円 

○ 主な減少額：元利償還金 １億９，１９９万円 

 



・ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、１１８万円余で、前年度に比べ、８５万円余、４１．８％の減となった。 

○ 主な減少額：財産収入 ８５万円 

   支出済額は、１１８万円余で、前年度に比べ、８５万円余、４１．８％の減となった。 

○ 主な減少額：備蓄費 ８５万円 

 

・ 母子寡婦福祉資金特別会計 

収入済額は、２億７，６１５万円余で、前年度に比べ、１，５２４万円余、５．２％の減

となった。 

○ 主な減少額：繰越金 １，０１２万円、母子福祉資金元利収入 ４３５万円、寡婦福祉

資金元利収入 ７６万円 

   支出済額は、１億７，０１０万円余で、前年度に比べ、７，８０７万円余、８４．８％の

増となった。 

○ 主な増加額：公債費償還金 ３，３７５万円、母子福祉費（貸付金） ２，２５８万円、

一般会計繰出金 １，９３６万円、寡婦福祉費（貸付金） ２５２万円 

 

・ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、４９億８，４４０万円余で、前年度に比べ、２億７，５２１万円余、５．２％

の減となった。 

○ 主な増加額：繰越金 ３億１，８０１万円、小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 

９，３４４万円 

○ 主な減少額：高度化資金貸付金償還金 ６億６，７１７万円、県単独中小企業設備貸与

資金貸付金償還金 １，９８７万円 

   支出済額は、１５億１，９０４円余で、前年度に比べ、６億９，１５７万円余、３１．３％

の減となった。 

○ 主な減少額：高度化資金貸付金 ６億４，６６７万円、小規模企業者等設備導入資金貸

付金 ３，９７６万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・ 農業改良資金特別会計 

収入済額は、３億１，８９３万円余で、前年度に比べ、９７０万円余、３．０％の減とな

った。 

○ 主な減少額：農業改良資金償還金 ７１４万円、繰越金 １６４万円 

   支出済額は、１，４６５万円余で、前年度に比べ、８，１２７万円余、８４．７％の減と

なった。 

○ 主な減少額：償還金 ４，６００万円、繰出金 ２，３００万円、貸付金 １，１６８

万円 

 

・ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、８１億９６４万円余で、前年度に比べ、８億５，４５２万円余、１１．８％

の増となった。 

○ 主な増加額：繰越金 １０億２，８３５万円 

○ 主な減少額：貸付金元利収入（元金） １億６，７４３万円、貸付金元利収入（利子） 

６４０万円 

支出済額は、７億６，１４８万円余で、前年度に比べ、３億２，９８６万円、３０．２％

の減となった。 

○ 主な減少額：市町村振興資金貸付金 １億６，０８０万円、過疎地域振興資金貸付金 １

億２３０万円、辺地振興資金貸付金 ６，５７０万円、償還金 １００万

円 

 

・ 県税証紙特別会計 

収入済額は、１９億３，７７５万円余で、前年度に比べ、１億４，３０８万円余、６．９％

の減となった。 

○ 主な増加額：自動車税証紙収入 ４，８４３万円 

○ 主な減少額：自動車取得税証紙収入 １億８，３４３万円 

   支出済額は、１９億１，９４９万円余で、前年度に比べ、１億５，０５８万円余、７．３％

の減となった。 

○ 主な増加額：自動車税繰出金 ４，８４３万円 

○ 主な減少額：自動車取得税繰出金 １億９，９０２万円 

 

 

 

 

 

 

 



・ 集中管理特別会計 

収入済額は、１，０６６億４，８７９万円余で、前年度に比べ、２７億７，８９８万円余、

２．５％の減となった。 

○ 主な増加額：自動車使用料 ２，５３３万円 

○ 主な減少額：給与管理収入 ２７億５，７２９万円、繰越金 ４，７３４万円 

   支出済額は、１，０６５億９，８７９万円余で、前年度に比べ、２７億３，７６９万円余、

２．５％の減となった。 

○ 主な減少額：給与管理費 ２７億４，８５３万円 

 

・ 商工業振興資金特別会計 

収入済額は、５０４億１７５万円余で、前年度に比べ、１５７億９，８３７万円余、４

５．７％の増となった。 

○ 主な増加額：繰入金 ９２億２４７万円、貸付金元利収入 ６５億９，５９１万円 

   支出済額は、５０４億１７５万円余で、前年度に比べ、１５７億９，８３７万円余、

４５．７％の増となった。 

○ 主な増加額：一般会計繰出金 ９１億６，０７８万円、資金貸付金 ６６億３，７３９

万円 

 

・林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、２億５，８７３万円余で、前年度に比べ、１，２４７万円余、５．１％の増

となった。 

○ 主な増加額：木材産業等高度化推進資金債 １，３２５万円、繰越金 ３０７万円 

○ 主な減少額：木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入 ３９４万円 

   支出済額は、１億５，２４７万円余で、前年度に比べ、５，４１８万円余、５５．１％の

増となった。 

○ 主な増加額：林業・木材産業改善資金貸付金 ４，４６１万円、木材産業等高度化推進

資金貸付金償還金 ４，０５３万円、繰出金 ２，７２８万円 

○ 主な減少額：木材産業等高度化推進資金貸付金 ５，８５０万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・ 流域下水道事業特別会計 

収入済額は、７５億５，７５８万円余で、前年度に比べ、１２億４，２９３万円余、１

４．１％の減となった。 

○ 主な増加額：繰越金 １億１，８８０万円 

○ 主な減少額：借換債 １０億５，５００万円、管理費負担金 １億４，０９７万円、事

業費県補助金 ８，０８０万円 

    支出済額は、６７億５，４３５万円余で、前年度に比べ、１０億８，３７２万円余、１

３，８％の減となった。 

○ 主な増加額：維持管理費 １億６４３万円 

○ 主な減少額：公債費元利償還金 １１億２，７３４万円、流域下水道建設費 １億２，

２８０万円 

 

・ 公債管理特別会計 

   収入済額は、１，００８億４，３６５万円余で、前年度に比べ、３０億９３万円余、３．

１％の増となった。 

○ 主な増加額：一般会計繰入金 ９５億６，５２３万円 

○ 主な減少額：借換債 ６５億３，８８０万円 

   支出済額は、１，００８億４，３６５万円余で、前年度に比べ、３０億９３万円余、３．

１％の増となった。 

○ 主な増加額：元利償還金 ２３憶７，３１１万円、県債管理基金積立金 ６億６，００

０万円 

 

 

 

 

 

 

 

 


